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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期

第３四半期
連結累計期間

第107期
第３四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

営業収益 （千円） 43,144,536 46,860,179 58,100,228

経常利益 （千円） 712,278 650,001 1,048,746

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 441,500 369,704 632,750

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 725,719 1,231,786 1,133,442

純資産額 （千円） 12,405,559 13,931,408 12,809,089

総資産額 （千円） 43,330,391 46,775,952 44,212,030

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 322.65 270.18 462.42

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 28.5 29.7 28.9

 

回次
第106期

第３四半期
連結会計期間

第107期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 183.41 143.83

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営

まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に

関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものでありま

す。

 

(1）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、コロナ禍が長期化する中、行動制限の緩和

等により経済活動の正常化が進み、緩やかながらも景気に持ち直しの動きがみられました。しか

しながら、原材料やエネルギー価格の高騰、急激な為替の変動、物価上昇等の影響が懸念される

など、依然として先行き不透明な状況が続きました。

当社グループが属する物流業界につきましては、生産関連や建設関連貨物の荷動きが伸び悩ん

だほか、燃料価格をはじめ各種コストの上昇が収益を圧迫するなど、取り巻く環境は厳しいもの

でありました。

このような状況の中、当社グループは、中期経営計画（2020年度から2022年度まで）において

テーマとした「強固な収益基盤づくり」および「環境変化に適応できる体制づくり」に取り組ん

でまいりました。

国内におきましては、４月に開設した「上尾営業所」（埼玉県上尾市）の安定稼働に注力する

とともに、９月に「群馬太田センター」（群馬県太田市）、10月に「海老名センター」（神奈川

県海老名市）を開設するなど、得意先ニーズに応じた拠点展開を進めました。また、AMR（自律型

協業ロボット）等の先端技術を活用した物流機器・システムの導入を推進し、物流現場の効率化

に取り組みました。

海外におきましては、ロックダウンの影響や需要回復の遅れがみられる地域があったものの、

事業環境は総じて改善に向かっており、各地の状況を踏まえながら既存業務の再強化を図りまし

た。また、タイにおいて新倉庫の建設を進めるなど次の成長に向けた取り組みを推進いたしまし

た。

管理面におきましては、多様化・複雑化するリスクに対して一層迅速な対応をとるため、本部

組織の一部を見直し「リスクマネジメント本部」を新設いたしました。

これらの取り組みにより、営業収益につきましては、新設拠点の稼働開始等によりセンター事

業およびアセット事業が拡大したほか、ベトナムやタイの現地通貨に対して為替が円安で推移し

たことなどから、増収となりました。営業利益につきましては、営業総利益は拡大したものの、

販売費及び一般管理費において人件費が増加したことなどから、減益となりました。経常利益に

つきましては、営業外費用に持分法による投資損失を計上したことなどから、減益となりまし

た。親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、特別利益において固定資産売却益が減

少したこと、特別損失に減損損失を計上したことなどから、減益となりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は468億60百万円（前年同期比8.6%増）、営業

利益は６億88百万円（同0.9%減）、経常利益は６億50百万円（同8.7%減）、親会社株主に帰属す

る四半期純利益は３億69百万円（同16.3%減）となりました。
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セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①貨物自動車運送事業

営業収益につきましては、得意先の輸送ニーズ増加に対応し幹線便の取り扱いが拡大したこ

と、海外において輸送需要の回復により食品やエレクトロニクス関連の貨物輸送量が増加したこ

となどから、増収となりました。一方、セグメント利益につきましては、国内外ともに燃料価格

等の輸送コストが増加したことなどから、減益となりました。

その結果、営業収益は、189億50百万円（前年同期比3.2％増）、セグメント利益は、14億27百

万円（同1.8％減）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の40.5％を占めております。

②センター事業

営業収益につきましては、新設拠点において通販関連の物流センター業務を開始したこと、エ

レクトロニクス関連等の取扱量が増加したことなどから、増収となりました。一方、セグメント

利益につきましては、新設拠点の安定稼働に向け、作業人員の増強により人件費が増加したこと

などから、損失の計上となりました。

その結果、営業収益は、107億45百万円（前年同期比10.1％増）、セグメント損失は、17百万円

（前年同期はセグメント利益２億43百万円）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の22.9％を占めております。

③アセット事業

拠点の新設による保管能力の強化に加えて、新たな保管貨物の誘致により倉庫稼働率が上昇し

たこと、また前年同期は倉庫の仕様変更に伴う費用を計上していたことなどから、増収増益とな

りました。

その結果、営業収益は、120億13百万円（前年同期比18.8％増）、セグメント利益は、６億54百

万円（同117.1％増）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の25.6％を占めております。

④その他事業

ベトナムにおいて、社会経済活動の正常化に伴うハイヤー需要の増加により旅客自動車運送事

業が好調に推移したこと、香港における新規得意先の獲得等により輸出入関連事業が拡大したこ

となどから、増収増益となりました。

その結果、営業収益は、51億50百万円（前年同期比4.8％増）、セグメント利益は、８億10百万

円（同19.5％増）となりました。

当事業の営業収益は、当社グループ営業収益全体の11.0％を占めております。

 

(2）財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、受取手形、営業未収入金及び契約資産が５億４百万

円増加したこと等により７億24百万円増加し、151億28百万円となりました。固定資産は、前連結

会計年度末に比べて、有形固定資産が11億55百万円、敷金及び保証金が２億42百万円増加したこ

と等により18億39百万円増加し、316億46百万円となりました。この結果、総資産は前連結会計年

度末に比べて25億63百万円増加し、467億75百万円となりました。

 

(負債)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて４億66百万円増加し、172億62百万円となりました。固

定負債は、前連結会計年度末に比べて、長期借入金が10億17百万円増加したこと等により９億75

百万円増加し、155億81百万円となりました。この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて14

億41百万円増加し、328億44百万円となりました。
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(純資産)

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、利益剰余金が２億60百万円および為替換算調整勘

定が９億14百万円増加したこと等により11億22百万円増加し、139億31百万円となりました。

 

(3）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上および財務上の課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,900,000

計 3,900,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,383,310 1,383,310
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数　100株

計 1,383,310 1,383,310 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 1,383,310 － 3,145,955 － 3,189,989

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができませんので、直前の基準日である2022年9月30日の株主名簿により記載しておりま

す。

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14,900 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,366,400 13,664 同上

単元未満株式 普通株式 2,010 － －

発行済株式総数  1,383,310 － －

総株主の議決権  － 13,664 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日本ロジテム株式会社
東京都品川区荏原

1－19－17
14,900 - 14,900 1.08

計 － 14,900 - 14,900 1.08

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10

月１日から2022年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,801,562 3,560,093

受取手形、営業未収入金及び契約資産 8,054,635 ※ 8,559,182

その他 2,549,209 3,010,897

貸倒引当金 △1,225 △1,208

流動資産合計 14,404,181 15,128,966

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,030,412 4,217,336

土地 6,516,130 6,813,647

リース資産（純額） 5,834,479 5,387,403

その他（純額） 2,176,744 3,295,027

有形固定資産合計 18,557,766 19,713,415

無形固定資産 962,453 1,274,316

投資その他の資産   

敷金及び保証金 6,836,066 7,078,870

その他 3,495,672 3,624,285

貸倒引当金 △44,109 △43,901

投資その他の資産合計 10,287,628 10,659,254

固定資産合計 29,807,848 31,646,986

資産合計 44,212,030 46,775,952

負債の部   

流動負債   

営業未払金 3,228,761 3,213,938

短期借入金 8,867,556 9,667,331

賞与引当金 411,710 167,071

その他 4,288,330 4,214,261

流動負債合計 16,796,358 17,262,603

固定負債   

長期借入金 7,150,325 8,167,602

リース債務 5,147,495 4,654,651

役員退職慰労引当金 248,460 297,213

退職給付に係る負債 257,688 271,799

その他 1,802,611 2,190,673

固定負債合計 14,606,581 15,581,940

負債合計 31,402,940 32,844,543

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,145,955 3,145,955

資本剰余金 3,190,072 3,190,072

利益剰余金 6,091,883 6,352,120

自己株式 △37,498 △37,498

株主資本合計 12,390,412 12,650,649

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 86,593 108,422

為替換算調整勘定 △299,866 614,507

退職給付に係る調整累計額 582,946 513,816

その他の包括利益累計額合計 369,672 1,236,745

非支配株主持分 49,004 44,013

純資産合計 12,809,089 13,931,408

負債純資産合計 44,212,030 46,775,952
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

営業収益 43,144,536 46,860,179

営業原価 40,468,905 43,985,014

営業総利益 2,675,631 2,875,165

販売費及び一般管理費   

人件費 1,243,934 1,328,363

その他 736,728 858,145

販売費及び一般管理費合計 1,980,662 2,186,508

営業利益 694,969 688,656

営業外収益   

受取利息 7,805 10,970

受取配当金 8,711 24,964

受取手数料 8,159 8,138

持分法による投資利益 43,459 －

為替差益 11,445 2,512

その他 47,857 42,626

営業外収益合計 127,439 89,212

営業外費用   

支払利息 108,005 112,661

持分法による投資損失 － 12,873

その他 2,125 2,333

営業外費用合計 110,130 127,868

経常利益 712,278 650,001

特別利益   

固定資産売却益 71,156 34,986

投資有価証券売却益 － 8,466

特別利益合計 71,156 43,452

特別損失   

減損損失 － 30,540

その他 28,133 7,132

特別損失合計 28,133 37,672

税金等調整前四半期純利益 755,301 655,780

法人税、住民税及び事業税 394,511 244,846

法人税等調整額 △91,810 31,576

法人税等合計 302,701 276,423

四半期純利益 452,599 379,357

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,098 9,652

親会社株主に帰属する四半期純利益 441,500 369,704
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 452,599 379,357

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △8,406 21,786

為替換算調整勘定 301,841 796,286

退職給付に係る調整額 △51,525 △69,130

持分法適用会社に対する持分相当額 31,210 103,486

その他の包括利益合計 273,119 852,428

四半期包括利益 725,719 1,231,786

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 706,763 1,236,777

非支配株主に係る四半期包括利益 18,955 △4,991
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定め

る新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸

表への影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしてお

ります。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期

間末日満期手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。
  

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

受取手形 －千円 91,619千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

減価償却費 1,447,806千円 1,588,865千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月26日

取締役会
普通株式 54,733 40.00 2021年３月31日 2021年６月15日 利益剰余金

2021年11月15日

取締役会
普通株式 54,733 40.00 2021年９月30日 2021年12月10日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月27日

取締役会
普通株式 54,733 40.00 2022年３月31日 2022年６月14日 利益剰余金

2022年11月14日

取締役会
普通株式 54,733 40.00 2022年９月30日 2022年12月９日 利益剰余金
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２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連

結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益および利益または損失の金額に関する情報
       （単位：千円）

 報告セグメント
その他事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 

貨物自動車
運送事業

センター事業 アセット事業 計

営業収益         

外部顧客への営業収益 18,364,207 9,757,172 10,109,454 38,230,835 4,913,701 43,144,536 － 43,144,536

セグメント間の内部収益

又は振替高
－ － 20,894 20,894 － 20,894 △20,894 －

計 18,364,207 9,757,172 10,130,348 38,251,729 4,913,701 43,165,431 △20,894 43,144,536

セグメント利益 1,452,792 243,167 301,408 1,997,367 677,632 2,675,000 △1,980,030 694,969

（注）１.「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、物品

販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２.セグメント利益の調整額△1,980,030千円は、セグメント間取引消去および各セグメントに配分していない全

社費用であります。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人事、経理等管理部門に係る費用で

あります。

３.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの営業収益および利益または損失の金額に関する情報
       （単位：千円）

 報告セグメント
その他事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上
額（注）３ 

貨物自動車
運送事業

センター事業 アセット事業 計

営業収益         

外部顧客への営業収益 18,950,121 10,745,731 12,013,639 41,709,491 5,150,688 46,860,179 － 46,860,179

セグメント間の内部収益

又は振替高
－ － 20,893 20,893 － 20,893 △20,893 －

計 18,950,121 10,745,731 12,034,532 41,730,384 5,150,688 46,881,073 △20,893 46,860,179

セグメント利益又は損失

（△）
1,427,268 △17,201 654,363 2,064,430 810,066 2,874,496 △2,185,839 688,656

（注）１.「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事

業（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、物品

販売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

２.セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,185,839千円は、セグメント間取引消去および各セグメントに配

分していない全社費用であります。全社費用は、主に各セグメントに帰属しない総務、人事、経理等管理部

門に係る費用であります。

３.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

「センター事業」セグメントおよび「アセット事業」セグメントの一部の事業拠点の事業用資産

については収益性の低下により投資額の回収が見込めなくなったため、事業用資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当第３

四半期連結累計期間における当該減損損失の計上額は、「センター事業」セグメント17,164千円、

「アセット事業」セグメント13,376千円であります。
 

（収益認識関係）

 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報
 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

 

（単位：千円）

 報告セグメント
その他事業
（注）

合計
 

貨物自動車
運送事業

センター
事業

アセット
事業

計

日本 16,714,367 9,173,091 7,839,910 33,727,370 3,116,193 36,843,563

アジア 1,649,839 584,081 891,130 3,125,051 1,785,443 4,910,495

顧客との契約から生じる
収益 18,364,207 9,757,172 8,731,041 36,852,421 4,901,637 41,754,059

その他の収益 － － 1,378,413 1,378,413 12,064 1,390,477

外部顧客への営業収益 18,364,207 9,757,172 10,109,454 38,230,835 4,913,701 43,144,536

（注）「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事業

（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、物品販

売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

 

（単位：千円）

 報告セグメント
その他事業
（注）

合計
 

貨物自動車
運送事業

センター
事業

アセット
事業

計

日本 16,732,646 10,060,642 9,239,480 36,032,768 2,782,016 38,814,785

アジア 2,217,474 685,089 1,052,971 3,955,534 2,354,311 6,309,845

顧客との契約から生じる
収益 18,950,121 10,745,731 10,292,451 39,988,303 5,136,327 45,124,631

その他の収益 － － 1,721,187 1,721,187 14,360 1,735,548

外部顧客への営業収益 18,950,121 10,745,731 12,013,639 41,709,491 5,150,688 46,860,179

（注）「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、報告セグメントに関連する事業

（引越移転事業、施工関連事業、輸出入貨物取扱事業、通関事業、港湾関連事業、労働者派遣事業、物品販

売業、総合リース業、旅客自動車運送事業等）であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

１株当たり四半期純利益 322円65銭 270円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 441,500 369,704

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
441,500 369,704

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,368 1,368

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

第107期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）中間配当について、2022年11月14日開催の取締役

会において、2022年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行う旨を決

議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………54,733千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………40円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日………2022年12月９日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2023年２月14日

日本ロジテム株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 湯　　浅　　　　　敦

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　　藤　　武　　男

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ロジテム株

式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ロジテム株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が
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適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

　以　上
 
(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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